
事業評価に関する最近の取組について

資料１



第１２回事業評価部会（H27.12.21）以降の主な取組
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① 再評価の重点化・効率化 （平成29年度～）

② 複数の区間・箇所の一体評価 （平成29年度～）

③ 再評価の更なる改善 （平成30年度～）

取組内容
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① 再評価の重点化・効率化



再評価の重点化・効率化の取組概要

〔再評価の重点化・効率化に係る確認フロー〕 〔再評価の重点化・効率化の取り組み概要〕

※1 感度分析の範囲を参考に記載しているが、感度分析の変動幅が別に設定されている場合には、
その値を使用することができる

※2 事業の進捗状況、進捗の見通しのみを更新、
部分供用等があり「今後の評価に必要なデータの取得が必要な場合」はデータの取得のみ実施

※3 事業費・事業期間・B/C影響要因の変化状況を踏まえ、必要に応じ、資料作成・重点審議を実施

※ 資料・費用便益分析の省略は、 2回以上連続して実施しない
※ 審議方法については、各事業評価監視委員会が決定する。

（国土交通省所管公共事業の再評価実施要領 第６ 「４ 事業評価監視委員会における審議方法」より）

○事業を巡る社会経済情勢等の変化
⇒・事業の効果や必要性、周辺環境等に変化がない
例）地元情勢等の変化がない

YES

NO

増加なし

○前回評価からの費用便益分析に関する影響要因の変化等
⇒・費用便益分析マニュアルの変更がない
・需要量等の変化（需要量等の減少が10%※1以内）
・周辺ネットワークで新規事業化がない

⇒下記の要件のうち、一方もしくは両方を満たしている
・事業費に比して費用便益分析に要する費用が大きい
（直近3カ年の事業費の平均に対する分析費用1%以上）
・前回評価時の感度分析における下位ケース値が
基準値を上回っている

NO

○前回評価からの事業費・事業期間の増加
⇒・事業費の増加
・事業期間の増加

10%※1以内
増加

10%※1超
増加

YES

ケース１ ケース２ ケース３ ケース４

YES

ケース１ ケース２ ケース３ ケース４

社会経済情勢等
の変化

無し 無し 無し 有り

事業費・
事業期間

増加無し
10%※1以内
増加

増加無し
又は

10%※1以内
増加

10%※１超

増加

B/C影響要因
変化 等

無し 無し 有り －

資料 省略※2 省略※2、※3 省略※2、※3 作成

審議区分 要点 要点※3 要点※3 重点

費用便益分析 省略 省略 実施 実施
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①再評価の重点化・効率化

○状況変化が生じた事業の審議に重点化するとともに、状況変化が見られない事業の資料作成・費用

便益分析を簡素化（平成29年度再評価から運用）



重点化・効率化の取組状況

平成29年度

再評価件数 159件
（直轄事業のみを対象）

重点審議

99件
（約62%）

60件
（約38%）

要点審議

５．事業計画の変更内容（２） ①トンネル地山等級見直しに係る増 １／３

経 緯
○ 当初、(仮称)前波トンネル・(仮称)岩清水トンネルの地山区分は、地表地質踏査資料から推定し設計
→堅固な凝灰質砂岩が確認されたことをうけ、地山等級をＣⅡ～ＤⅠ、低土被り部についてはＤⅢで計画

○ 詳細設計時のボーリング調査で、地層方向と不均質なクラックが確認されるなど、固結度が低いことが判明。
→トンネル掘削コストが大幅増となることから、ルート及び構造形式の見直しを検討

○ H28.7の大雨による低土被り部の土砂流出を受け、構造形式として切土構造を検討

新庄市大字升形～戸沢村大字岩清水地区 トンネル部検討経緯
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・
・
・

・・

c・
・

・
・・
・

低土被り部

○地表地質踏査時に確認したトンネル部分の岩盤状況［当初］

▲前波トンネル予定箇所の斜面中腹に確認
された凝灰質砂岩（Ｄ１判定） ▲トンネル坑口部に確認された

凝灰質砂岩（DⅠ相当、
低土被りのためＤⅢ設定）

▲岩清水トンネルトンネル予定箇所の
斜面中腹に確認された凝灰質砂岩
（ＣⅡ判定）

前波トンネル 岩清水トンネル

○ボーリングコア確認状況［詳細設計時］

▲トンネル計画位置において、地層堆積方向と不
均質な割れを多く確認。クラックが少ないコアは層状
岩盤として強固な岩盤として評価されるが、不均質
なクラックが多く発生している岩盤は、塊状岩盤とし
て評価され、固結度の低い軟質岩となる。
（ＣⅡ相当→ＤⅡ相当）

トンネル計画位置

ますがた

ぜんなみ

いわしみず

※凝灰質砂岩は火山灰を主成分とした堆積岩であり、クラックの少ないものは固結度
の高い中硬質岩として、クラックの多い物は固結度の低い軟質岩として評価される。

現場条件の変更

９．対応方針（原案）

７．コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

８．地方公共団体の意見

１）事業を巡る社会情勢等に関する視点

事業目的である交通混雑の解消、沿線通学路の安全確保、沿道環境の改善、緊急時の代替路確保が必要な状況は変化していない。

２）事業の投資効果 B/Cが事業全体で １．８、残事業で ２．６ を確保。

３）事業の進捗状況 H２９当初予算投入時点で進捗率 ６０％。

・橋台背面盛土にＦＣＢ（気泡配合軽量土）の採用により、橋台、基礎工のコスト削減を図る。

・秋田県知事の意見

国の対応方針（原案）（案）については、異議ありません。

一般国道７号下浜地区は、秋田市と由利本荘市とを結ぶ幹線道路である一方、片側一車線の狭隘な区間であるため、朝夕のピーク時間帯を中心と

した交通混雑や、隣接する住家への騒音・振動等の影響、通学路の安全確保などの問題を抱えているほか、災害時等の通行止めに伴う代替路線の

確保が困難な区間でもあります。

当該事業は、下浜地区においてバイパス整備を実施するものであり、こうした現道が抱える問題の解消が期待できることから、引き続き、事業期間内

の完成に向けて、必要な予算の確保及び一層の事業推進をお願いします。

６．事業の進捗見込みの視点
・下浜道路 延長６．２ｋｍ（暫定２車線）平成３１年度開通予定。
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５．事業の必要性に関する視点

４．費用便益分析結果
・事業全体 １．８ 、残事業 ２．６

（ 前回評価からB/Cの減少要因となる変動がないため、前回評価結果を用いる。 ）

・事業継続

（理由）国道７号下浜地区における交通混雑の解消、沿線通学路の安全確保、沿道環境の改善、緊急時の代替路確保のため

早期整備の必要性が高い。

重点審議 要点審議

資
料

○費用便益分析

○事業費の増加要因や内訳

（コスト縮減の取組内容）

○事業期間の増加原因や内訳

○事業を巡る社会経済情勢等の

変化

○B/C影響要因変化が無い場合は、

費用便益分析は省略

○事業の進捗状況、進捗の見通

し等を更新

審
議

○状況変化が生じた内容（事業

費や事業期間等）について、

重点的に議論

○大きな状況変化がないため、

事業継続について再確認

重点審議の資料例（事業費増の要因を詳細分析） 要点審議の資料例（各項目をコンパクトに整理） 4

①再評価の重点化・効率化
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② 複数の区間・箇所の一体評価



複数の区間・箇所の一体評価の概要

＜対象とする道路ネットワーク ＞

○高規格幹線道路

○地域高規格道路

○大規模バイパス 等

＜ 評価区間の考え方＞

○広域ネットワークとしての機能を踏まえて

拠点※を設定

※拠点は、ネットワークの結節点であるＪＣＴ、

バイパス起終点を基本。また、港湾・空港、

圏域の中心市等の最寄りＩＣ等を拠点とする

ことも可能

○評価区間の考え方は、第三者委員会（各地方

の事業評価監視委員会）等において意見を聴取

一体評価の考え方 費用便益分析について

＜費用便益分析対象区間＞
○拠点間のうち、
①事業中区間
②新規事業化区間
③調査中区間（ルート・構造確定区間のみ）

＜費用＞
○事業中区間
⇒最新の事業評価で適用した投資パターン

○新規事業化区間、調査中区間
⇒確定済みのルート・構造の投資パターン

＜便益＞
○今後発現する便益を、開通区間毎に50年間計上
（維持管理費用も便益と同期間積み上げ）

ＪＣＴ ＪＣＴ

供用済 ①事業中 ③調査中
（ﾙｰﾄ・構造確定）

調査中
（ﾙｰﾄ・構造未確定）

評価区間
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②複数の区間・箇所の一体評価

○ 複数の区間・箇所が一体となって効果を発揮する道路ネットワークを、一連の区間としてまとめて

評価（平成29年度新規事業採択時評価から運用開始）

②新規事業



［事例］ 平成２９年度新規事業化：一般国道13号 真室川雄勝道路

十
文
字
Ｉ
Ｃ

湯
沢
Ｉ
Ｃ

三
関
Ｉ
Ｃ

須
川
Ｉ
Ｃ

舟
形
Ｉ
Ｃ

野
黒
沢
Ｉ
Ｃ

川
原
子
Ｉ
Ｃ

湯沢市

羽後町

真室川町

金山町

最上町

新庄市

鮎川村

舟形町

大石田町

秋 田 県

尾
花
沢
北
Ｉ
Ｃ

湯沢市

羽後町

真室川町

金山町

最上町

新庄市

鮎川村

舟形町

横手市

開通済区間
L=4.7km
(新庄北道路)

事業中区間
L=8.2km
(泉田道路)

事業中区間
L=5.8km
(新庄金山道路)

調査中区間
L=3.6km

開通済区間
L=9.9km
（主寝坂道路）

新規事業
候補箇所
L=7.2km

開通済区間
L=3.0km
（院内道路）

事業中区間
L=3.7km
（横堀道路）

開通済区間
L=29.0km
(湯沢横手道路)

Ｂ／Ｃ ＥＩＲＲ

新規事業候補箇所 ※１ ※１ ○ ※１ 1.4 6.2%

JCT間※2 ○ ○ ○ ○ ○ 1.6 7.2%

凡 例

開通済区間

事業中区間

調査中区間

対象区間

東北中央自動車道（新庄IC～横手JCT） L=約75km

新
庄
Ｉ
Ｃ

（
仮
）
新
庄
北
Ｉ
Ｃ

（
仮
）
昭
和
Ｉ
Ｃ

（
仮
）
金
山
南
Ｉ
Ｃ

（
仮
）
金
山
Ｉ
Ｃ

（
仮
）
上
院
内
Ｉ
Ｃ

（
仮
）
下
院
内
Ｉ
Ｃ

横
手
Ｊ
Ｃ
Ｔ

雄
勝
こ
ま
ち
Ｉ
Ｃ

山 形 県

○印は「事業を実施する場合」と「事業を実施しない場合」の比較対象
※１ ：新規事業候補箇所のB/C等の算定にあたり、事業中区間は将来ネットワークに含む
※２ ：基準年をH28として計算

（
仮
）
及
位
Ｉ
Ｃ

（
仮
）
金
山
北
Ｉ
Ｃ

複数の区間・箇所の一体評価を実施した事例
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②複数の区間・箇所の一体評価

ま む ろ がわ お が ち

の
ぞ
き

か
み
い
ん
な
い



○印は「事業を実施する場合」と「事業を実施しない場合」の比較対象
※１ ：新規事業候補箇所のB/C等の算定にあたり、事業中区間は将来ネットワークに含む
※２ ：基準年をH29として計算

すさみ南

和歌山北
凡 例

開通済区間

事業中区間

調査中区間

対象区間

4車化区間

印南

近畿自動車道紀勢線
和歌山ＪＣＴ～勢和多気ＪＣＴ

Ｌ＝約２７８㎞

開通済区間
L=30.8㎞
(NEXCO)

事業中
L=19.4㎞

（湯浅御坊道路）
(NEXCO)

事業中
松原那智勝浦線
(御坊～南紀田辺)
Ｌ＝27.2㎞
(NEXCO)

開通済区間
L=38.0㎞

(田辺～すさみ)

事業中
L=19.2㎞
(すさみ串本道

路)

新規事業化
候補箇所
L=18.4㎞

(串本太地道路)

開通済区間
L=15.2㎞

(那智勝浦道路)
調査中区間
Ｌ=4.8㎞

事業中
Ｌ=2.4㎞

(新宮紀宝道路)
調査中区間
Ｌ=16.7㎞

事業中
L=6.7㎞
(熊野道路)

開通済区間
L=18.6㎞
(熊野尾鷲道

路)

事業中
L=5.4㎞
(熊野尾鷲道
路Ⅱ期)

開通済区間
L=21.2㎞

(尾鷲北～紀伊
長島）

開通済区間
L=34.1㎞
(NEXCO)

Ｂ/Ｃ EIRR

新規事業
候補箇所 ※1 ※1 ※1 ○ ※1 ※1 ※1 0.7 2.0％

JCT間※2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.4 7.3％

［事例］ 平成３０年度新規事業化：一般国道42号 串本太地道路
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複数の区間・箇所の一体評価を実施した事例 ②複数の区間・箇所の一体評価
く し も と た い じ

せ い わ た き
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③ 再評価の更なる改善



５年サイクル※1 ３年サイクル※2

事
業
期
間

事
業
費

57%
21%

7%
4%

11%

再評価サイクルの見直しについて

再評価実施間隔 （平成29年度時点）

根
拠
規
定

・当該政策決定から５年未着手

・当該政策決定から10年経過

（政策評価法７条２項２号、施行令２条）

国
土
交
通
省

・事業採択後３年未着手

・事業採択後５年経過

・継続３年

他
府
省
の
例

（林
野
庁
、
水
産
庁
を
含
む
）

農
林
水
産
省

・事業採択後５年未着手

・事業採択後10年経過

・継続５年

（
水
道
事
業
）

厚
生
労
働
省

・事業採択後５年未着手

・事業採択後10年経過

・継続５年
※再評価期間（３年or５年）を待たずに実施したものを除く
※1：H18～H21（131件/年） ※2：H22～H27（206件/年）

29%

21%15%

10%

25%

52%

13%

10%

6%

19%21%

15%

27%

13%

24%

±10％以内

±10％超

変化なし
±10％以内
±10超～±20％以内
±20超～±30％以内
±30％超

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

５年周期 ３年周期

約160件／年

約46件／年
約66件／年約65件／年

３年サイクル５年サイクル

±10％以内

±10％超

（出典）H30.3.30 公共事業評価手法研究委員会 中間とりまとめ

78%

50%

36%

65%
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事業進捗等に大き

な変更がない事業

の評価件数が増加

③再評価の更なる改善

○ ３年サイクルでは、事業期間・事業費の変化が小さい事業が６～８割を占め、事業進捗等に大きな

変更がない事業の評価件数が増加

○ 政策評価法の政令や他府省では、５年間隔で再評価を実施



公共事業評価手法研究委員会 中間とりまとめ

■目的

社会資本整備審議会・交通政策審議会交通体系分科会計画部会専門小委員会の「ストック効果の最大化に向けて

～その具体的戦略の提言～」や現在の事業評価の状況等を踏まえ、事業評価手法の改善を図るもの。

■委員名簿 （○が委員長）

○家田 仁 政策研究大学院大学 教授

大串 葉子 新潟大学現代社会文化研究科 准教授

大野 栄治 名城大学都市情報学部 教授

加藤 一誠 慶應義塾大学商学部 教授

小林 潔司 京都大学経営管理大学院 教授

田中 里沙 事業構想大学院大学 学長・教授

中間とりまとめのポイント（抜粋）

公共事業評価手法研究委員会の概要

■開催経緯等

H29.5.19 第１回 事業評価の現状と課題

H29.11.7 第２回 事業評価に関する検討

中間とりまとめ（方針案）

H30.3.30 中間とりまとめ公表

①事業進捗確認の徹底

・都道府県等への事業計画通知の取り組みなど関係機関への情報共有を徹底するとともに、事業期間や事業費等
の進捗状況（On Time, On Budget）を適切なタイミングで確認し、適宜公表

②再評価資料の簡明化

・事業進捗等に大きな変更がない事業については、事業進捗確認の資料を活用するなどの簡明化を図る

③再評価実施間隔の見直し

・事業進捗等に大きな変更がない事業については、再評価の実施間隔を５年を基本とし、適宜検証

再 評 価

③再評価の更なる改善
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改定前 改定後

一
般
的
な
事
業
（順
調
に
進
捗
）

未
着
工
が
続
く
事
業

新
規
事
業
採
択

（
再
評
価
）※

１

再
評
価

再
評
価

再
評
価

再
評
価※

２

再評価サイクルの変更概要

５年 ５年 ５年

（３年）

新
規
事
業
採
択

（
再
評
価
）※

１

再
評
価

再
評
価

再
評
価

再
評
価※

２

５年 ３年 ３年

（３年）

新
規
事
業
採
択

再
評
価

再
評
価

再
評
価

３年 ３年３年

※１：３年未着工の場合 ※２：事業費が大幅増した場合等

新
規
事
業
採
択

再
評
価

再
評
価

再
評
価

３年 ３年３年

３→５年

変わらない

12
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事

業

の

流

れ

調査設計

用地買収

工事

事業評価
サイクル

（５年）

（
新
規
事
業
採
択
）

（
再
評
価
）※

（
再
評
価
）

（
再
評
価
）

（
再
評
価
）

（
再
評
価
）

工事着手

（
再
評
価
）

トンネル工事

進捗確認

進捗確認

進捗確認

（
再
評
価
）

有

設計説明会開催
（用地買収）

道路事業・街路事業の事業進捗確認の概要

（事業費の大幅増）

（５年） （５年） （５年） （５年）

トンネル工事着手

※３年未着工の場合は、３年目に再評価

★大幅な工期延期や事業費の
増加が想定される事象が
発生すれば、その事象
について発表

★

事業の節目の例 13

③再評価の更なる改善

進捗確認

トンネル貫通

○ 用地買収や工事完了などの事業の節目で、事業期間や事業費等を確認

○ 事業進捗確認により、大きな変更が確認された事業は速やかに再評価を実施。大きな変更が確認

されなかった事業は、事業進捗確認後の公表資料を、次回再評価の事業評価監視委員会の資料

として活用可能


